
Ⅱ．調査概要 
 
本報告書では、以下の国際規格案について、情報収集及び調査・検討を行った。 
 

(1)  地震荷重 
(2)  構造物の信頼性原則 
(3)  非構造部材の地震作用 
(4)  火災安全工学 
(5)  建築物の省エネルギー性能 

 
なお、調査・検討は、以下の手順で行った。 

1. 「地震荷重」、「構造物の信頼性原則」、「非構造部材の地震作用」、「火災安全工

学」及び「建築物の省エネルギー性能」に関する ISO 規格（以下、「対象 ISO 規

格」という。）に関する情報収集 
2. 収集した情報の整理・分析 
3. 委員会の設置及び対処方針案等の検討 
4. 対処方針案等のとりまとめ 

 
加えて、今後、我が国にとって重要性が増すと考えられる建築・住宅に関連する ISO 規格

の情報を収集し、整理を行った。 
 
 
 
また、情報収集のため、以下の国際会議に出席をした。 
 
項目 会議名称 日時 場所 人数

(1) 地震荷重 TC98/SC3/WG9（荷重、外

力とその他の作用） 
2013 年 11 月 12 日 日本 

東京 
13 名

(2) 構造物の信

頼性原則 
TC98/SC2/WG1（構造物の

信頼性に関する一般原則）

2013 年 8 月 23 日 デンマーク 
コペンハー

ゲン 

1 名 

TC98/SC2/WG1（構造物の

信頼性に関する一般原則）

2013 年 11 月 14 日 日本 
東京 

9 名 

(3) 非構造部材

の地震作用 
TC98/SC3/WG11（非構造

部材への地震作用） 
2013 年 11 月 14 日 日本 

東京 
9 名 

(4) 火災安全工

学 
TC92/SC4（火災安全工学） 2013 年 4 月 15 日 

～20 日 
ロシア 
モスクワ 

4 名 

TC92/SC4（火災安全工学） 2013 年 10 月 21 日 
～25 日 

米国 
クインシー 

4 名 

(5) 建築物のエ

ネルギー性能 
TC163（建築環境における

熱的性能とエネルギー使

用） 

2013 年 9 月 7 日 
～14 日 

スウェーデ

ン 
ストックホ

ルム 

7 名 

TC163（建築環境における

熱的性能とエネルギー使

用）/窓専門家会議 

2013 年 12 月 19 日 ドイツ 
ミュンヘン 

1 名 

TC163（建築環境における

熱的性能とエネルギー使

用）/WG4 

2014 年 3 月 3 日、4 日 オランダ 
デルフト 

1 名 
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TC205（建築環境設計） 2013 年 9 月 7 日 
～14 日 

スウェーデ

ン 
ストックホ

ルム 

10 名

 

 

Ⅲ．調査結果の概要 
 
(1) 地震荷重 
 
①対象ISO規格の状況と今年度に開催された会議内容のまとめ 
地震荷重に関しては、日本が主体となって作成、1988年にISO3010が発行されている。その

後、2001年には、第2版が発行され、それから10年以上が経過している。そこで、他のISOと

の整合性や、動的な解析、免震、非線形の基本的な事が取り入れられているようなものとして

見直す必要があることから、日本から再度見直し提案をすることとなった。そのため、2012
年11月にポーランド・ワルシャワにおいて開催された地震荷重を扱うTC98/SC3（荷重、外力

とその他の作用）国際会議及びTC98（構造物の設計の基本）国際会議において検討、その結

果、改訂作業を行うこととなった。2013年4月16日締め切りでNWI（新規作業項目提案）を提

出し、2013年8月2日、日本が幹事国、コンビーナとして成立した。11月12日に東京で、第１

回目の会議を行い、改訂のポイントを議論した。 
 
②対処方針 

1988年発行の最初の規格から日本が提案し、終始リードしてきた分野であり、地震国である

日本としては、今後とも積極的に対応していく必要がある。 
 
 
(2) 構造物の信頼性原則 
 
①対象ISO規格の状況と今年度に開催された会議内容のまとめ 
構造物の信頼性原則に関しては、1986年にISO2394が発行され、その後、1998年に改正を

行った。一方、EU（欧州連合）の規格策定団体CEN（欧州標準化委員会）において、構造物

の設計の基本となるEN1990:Eurocode - Basis of structural designを2002年に発行されてい

るが、ISO2394と類似の規格になっている。2010年に、他の規格との整合性や用語の問題から、

見直しが提案され、改訂作業が始まった。 
2013年8月、2013年11月に国際会議が開催されたため、会議に参加、日本が不利にならない

よう積極的に意見交換を行った。 
 
②対処方針 
構造物の信頼性原則は、あらゆる種類の材料およびその組み合わせによる広範な建築物及

び土木構造物の使用と建設に関する設計のルールを明らかにするための共通の基本を定

めており、安全性指標によって、安全の確率を示すものとして欧米で実用化されてきてい

ることから、今後とも積極的に対応していく必要がある。また、この規格のヨーロッパ版

はユーロコードの EN1990 であり、ユーロコードを EU 域外でも使う国が出ていることか

ら、日本としても内容の把握に努めていく必要がある。 
 
 
(3) 非構造部材の地震作用 
 
①対象 ISO 規格の状況と今年度の開催された会議内容のまとめ 

非構造部材の地震作用に関しては、2009年にアメリカが提案し、天井、外壁、内壁などの非
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構造部材への地震作用についての規格化が始まった。地震国である日本は、天井の落下などの

問題も多いことから、積極的に関与することとした。 
また、2012年8月27日からDIS（Draft International Standard：照会原案）の投票が、2013

年1月27日締め切りで始まり、2013年8月1日にISOとして発行された。11月の国際会議におい

て、最終的にISO発行の報告がなされ、業務が終了した。 
 
②対処方針 

ドラフト作成段階から非常に積極的に関与したため、日本の提案は取り入れられた。 
 
 
(4) 火災安全工学 
 
①対象 ISO 規格の状況と今年度に開催された会議内容のまとめ 
 WG1 火災安全工学の原則及び性能の概念 

「火災安全目的、機能要件と安全基準」に関して TR（Technical Report：技術報告書）

の作成を検討していたが、正式に NP (New Work Item Proposal：新業務項目提案)として投

票にかけることになった。 
ISO23932（火災安全工学―一般原則）に関する定期見直しを検討。 

 WG6 設計火災シナリオと設計火源 
ISO/TS16733:2006 の改訂版 NP 16733-1（設計火災と火災シナリオの選択方法– パート

1：総則）について、作業を継続することとなった。 
 WG7 火災安全工学に用いる計算手法の評価と検証 

ISO 16730:2008（火災安全エンジニアリング – 計算方法の評価、確認及び検証）につい

て改訂作業中。ISO/TRs 16730 のパート 3 からパート 5 は、それぞれ CFD モデル/構想モ

デル/脱出モデルの例を取り扱っており、現在校正段階となっている。 
 WG9 火災安全工学に用いる計算手法 

PWI24678（フラッシュオーバー関連事象）、PWI29763（屋外液面燃焼からの放射）、

PWI18318（火災拡散アルゴリズム）について、規格を作成中。 
 WG11 人間の対応行動と避難 

・WD29761（設計使用者行動シナリオの選択）について、継続作業中。PWI17886（避

難実験設計）について NP として投票にかけることとなった。 
 WG12 火災時の構造 

・TS 24679（火災時の構造性能）の適用例について、パート 1：総則、パート 2：空港タ

ーミナルの例、パート 3：屋外駐車場の例、パート 4：日本の 15 階建て鋼構造オフィスの

例、パート 5：ニュージーランドの高層建築物の例として、作業中。これに加え、パート

6：6 階建て鉄筋コンクリート建築物の例、パート 7：カナダの木造 6 階建てオフィスの例

について新たに作業を開始することとなった。 
 
②対処方針 

火災安全工学の分野は、日本では、避難安全検証法として、2000年の建築基準法改正以降普

及しているが、ISOでは、2009年に一般原則として、ISO23932が規格になっており、今般見

直しの方向になったため、積極的に関与していく。 
また、WG12（火災時の構造性能）に関して、火災時の構造性能の適用例をパートに分けて

規格作成を行っており、日本からも鋼構造オフィスの例を提案しているため、積極的に規格作

成を行っていく。 
さらに、日本は、WG1（一般原則とコンセプト）及びWG9（火災安全工学のための計算法

に関する規格化）のコンビーナ（主査）として活動しており、これら活動を積極的に支援して

いく。 
 
 

2013(H25)年度



(5) 建築物のエネルギー性能 
 
①対象ISO規格の状況と今年度に開催された会議内容のまとめ 

TC163 と TC205 のジョイントワーキンググルーTC163/WG4（包括的手法による建物のエ

ネルギー効率）では、 
・ISO 16343（建物のエネルギー効率の表示並びにエネルギー証明の仕方） 
・ISO/TR 16344（包括エネルギー効率の格付け並びに証明のための共通用語、定義並びに記

号） 
・ISO 16346（包括的エネルギー効率の評価方法） 
が、2013 年中に国際規格となり、現在は以下の規格を検討中。 
・WD※ 17772（室内環境の入力項目） 
・NWI 18523（建築物のエネルギー性能 - 建築物のスケジュールと空調、エネルギー計算に

関する区分と部屋使用）･･･日本提案 

さらにTC205/WG9においては、ヒートポンプを用いた設計やエネルギー計算等についての

規格については、日本が得意とする冷房分野についても配慮するよう提案をおこなった。 
 なお、「改修計画、産業分野の計画並びに地域における省エネ決定のための一般的技術ルー

ル」に関する TC257 とリエゾンを図り、情報交換を行っている。 
※ WD（Working Draft）  

 大きな動きとして、建物のエネルギー性能に関する規格を52000番台の規格として、集約し、

番号を振りなおそうという計画が発表された。 
 
②対処方針案等 
日本から提案した” 建築物のエネルギー性能 - 建築物のスケジュールと空調、エネルギー

計算に関する区分と部屋使用”の概要は建物のエネルギー計算をする際の各種前提条件（部屋

の使用条件、気象データ等）を規定する規格である。日本において、平成 24 年 12 月に公布さ

れた低炭素建築物の認定基準では、住宅・建築物ともに外皮性能と一次エネルギー消費量を指

標として、建物全体の省エネルギー性能を評価することになっており、この一次エネルギー消

費量算定のための前提条件を ISO においても規格化しようというものであり、積極的に対応し

ていく必要がある。 
また、日本から設備システムに関して、竣工以降における調整を前提に、初期設計と竣工後・

運用期間の調整計画を含めたライフサイクルでの設備システムの高機能実現のための業務や

手順の規格化を目指す提案を行い、TC205/WG10 コミッショニングとして、新 WG が設立さ

れたことから、これについても積極的に対応していく必要がある。 
さらに、従前暖房のみを取り扱った規格がほとんどだったが、ヒートポンプなど冷房も考慮

した規格についても積極的に対応していく必要がある。 
規格そのものへの対応ではないが、TC163 と TC205 の作業項目に注視し、日本が不利益を

こうむらないよう対応していく必要がある。規格番号の振りなおしに関しては、わかりやすい

順番となるよう、積極的に意見を述べていく必要がある。 
加えて、新TC257（改修計画、産業分野の計画並びに地域における省エネ決定のための一般

的技術ルール）との協力も図っていく必要がある。 
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(6) 今後、我が国にとって重要性が増すと考えられる建築・住宅に関連する ISO 規格等の

情報 
 

EU（欧州連合）では、欧州統一以降、建設製品の流通をスムーズにするために、CPD（建

設製品指令）が出され、その後、CPR（建設製品規則）になり、EU の規格作成が加速した。

その結果、ウィーン協定※によって、CEN（欧州標準化委員会）で作成された規格が ISO に

出され、平行投票の後、ISO になるものが数多く見受けられるようになってきた。今回、CEN
の動きを調査し、ISO に影響を与える可能性がある、省エネルギー・環境分野と構造設計の分

野について情報を入手した。 
 
※ISO（国際標準化機構）と CEN（欧州標準化委員会）の間で 1991 年 5 月 17 日に結ばれた、

規格開発における相互の技術協力に関する協定。共同で規格を検討することを定め、CEN に

よる DIS（国際規格原案）の作成を認めた。 
 
 
① 省エネ・環境分野 
省エネ・環境分野の規格開発の前提に、EU でのヨーロッパの環境に関する動向が影響して

いると考えられるため、EU での規格開発状況を情報収集した。特に EPBD（建築物のエネル

ギー使用に関する指令）の影響から、省エネルギーに関する規格作成が活発化しているとの感

触を得た。 
 
② 構造設計分野 

ISO では、構造設計に関して、全体を包含した規格体系にはなっていないが、EU で CEN
（欧州標準化委員会）では、TC250（Structural Eurocodes）において、基本的な荷重などの

規格から、構造種別まで数多くの規格を作成していることから、これらの内容を情報収集した。 
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	ISO-TC92-SC4_N0832_Minutes_and_resolutions_Boston_meeting_25.pdf
	1 Opening of the meeting 13:00
	Apologies were received from SC 4 Chairman N. BENICHOU (Canada) who could not attend the Boston meetings, due to health problems. The attendees wished him a prompt recovery. J. HALL agreed to convene TG1 and to chair SC4 plenary.
	Apologies were also received from G. BAKER who could not attend the Boston meetings. C. WADE agreed to convene WG 12.
	A memory stick containing relevant documents for the meeting was circulated to the attendees.

	2 Roll call of Delegates
	3 Adoption of the agenda
	4 Appointment of the drafting committee
	5 Approval of the minutes of the last meeting
	6 Follow-up on the SC4 Sapporo meeting on matters not arising in the agenda
	None.

	7 Report of the secretariat
	The member body for the United Arab Emirates (ESMA) is now registered as a P-member of ISO/TC 92/SC4.
	- The secretariat indicated the progress of the following documents prepared by WG 7:
	- ISO/TR 16730-2 « Example of a Fire zone model » (Publication on 3rd July 2013)
	- ISO/TR 16730-3 « CFD model » (Proofing stage to be done by 6th November 2013)
	- ISO/TR 16730-4 « Structural model »  (Proofing stage done on 5th September 2013)
	- ISO/TR 16730-5 « Egress model » (Proofing stage to be done by 6th November 2013)
	The following documents prepared by WG 9 and WG 12 have been balloted since the last SC 4 meeting held in Moscow:
	- ISO/NP 24678 "Flashover related phenomena in enclosed spaces" (Document SC 4 N 806)
	- ISO/NP 29763 "Thermal radiation from pool fire flame" (Document SC 4 N  807)
	- ISO/DTR 24679-3 "Example of an open car park" (Document SC 4 N 810)
	- ISO/NP TR 24679-4 "Example of a multi-storey building in Japan" (Document SC 4 N 808)
	- ISO/NP TR 24679-5 "Example of  multi-storey building in New Zealand" (Document SC 4 N 809)
	- B. SMERECKI reminded the participants that the ISO rules have been changed:
	- CD ballot stage is now optional and can be omitted
	- A document can proceed to publication after DIS is approved even if approval is not unanimous (<100%)
	- DIS ballot is now 3 months rather than 5 months
	SC 4 thought that it is important to speed the preparation of the ISO documents, but it is also important to maintain the quality of the documents produced.
	A meeting survey during each committee (or sub-committee) meeting should be mandatory in order to give meeting participants the option of giving feedback (See document SC 4 N822).

	8 Activity report of Task Group 1
	He focused on general topics, not directly linked with the WG activities.

	9 Activity report of Working Groups
	9.1 WG 1 “General principles and performance concepts ”
	9.2 WG6 “Design fire scenarios and design fires”
	9.3 WG7 "Assessment, verification and validation of calculation methods for FSE”
	9.4 WG9 “Calculation methods for FSE”
	9.5 WG10 “Fire risk assessment”
	- ISO 16732-1 "Fire risk assessment – Part 1: General" was published on 15th February 2012.
	- ISO/TR 16732-3 "Fire safety engineering – Fire risk assessment – Part 3: Example of an industrial property" was published on 15th February 2013.
	There are no active work items within WG 10.
	The ISO meetings in Lund, in 2014 will be the last ones for J. HALL before his retirement.
	Regarding the future plans for WG 10, there are many possibilities:
	- A new Convenor could be named, but there is no candidate interested in this position.
	- The Convenorship could be left vacant and WG 10 placed in a "dormant" status until such time as there are work items for it to consider.
	- WG 10 could be disbanded or merged into another existing WG, such as WG 6.
	J. HALL indicated that final decisions will be made at the next WG 10 meeting on future work items and the future status of WG10.

	9.6 WG11 “Behaviour and movement of people”
	9.7 WG12 "Structures in fire"
	9.8 Future of ISO/TR 13387

	10 Liaison reports
	No liaison report was made.
	A written report had been prepared by N. SMITHIES (SC 4 Document N824).
	ISO/TC 21 continues to have the following Sub-Committees:
	- SC 2 "Manually transportable fire extinguishers"
	- SC 3 "Fire detection and alarm systems"
	- SC5 "Fixed fire-fighting systems using water"
	- SC6 "Foam and powder media and fixed fire-fighting systems using foam and powder"
	- SC8 "Gaseous media and fixed fire-fighting systems using gas"
	- SC11 "Smoke and heat control systems and components"
	10.2.4 Liaison report with IMO
	A written report had been prepared by K.YOSHIDA (SC 4 Document N 804).
	- Criteria
	- Design fire scenarios and design fires
	-General methodology
	.Fire safety engineering in connection with prescriptive regulations
	- Egress conditions
	. data/assumptions/scenario/models…..
	- CFD guidelines
	The next TG1 meeting is scheduled on 17th October 2013 in London (BSI).
	SC 4 thought that these items are very close to those managed at the international level by SC4. SC 4 has regretted this duplication of work. Potential overlapping between CEN and ISO has to be avoided even if the objectives of these two bodies are no...

	11 Any other business
	12 Date and location of the next meetings
	13 Approval of the resolutions
	As proposed by WG 11 in document SC4 N819,
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